
2020年度以降（第三、四期）の削減義務率の考え方 

今世紀の半ばまでに温室効果
ガスの排出を「半減以下」に 

世界の 
動向 今世紀後半には、温室効果ガスの排出を「実質ゼロ」に（パリ協定が掲げる「2℃未満」に向けた世界共通の目標）⇒「脱炭素社会」の実現へ 

都の取組 
＜2020年までの目標＞ 
温室効果ガス排出量：2000年比25％削減 
エネルギー消費量：2000年比30％削減 

＜2030年までの目標＞ 

温室効果ガス排出量：2000年比30％削減 
エネルギー消費量：2000年比38％削減 

2020 2025 

＜定着・展開期＞ ＜転換始動期＞ 

「省エネ」と「再エネ利用拡大」により 

更なる追加削減を推進 

ゼロエミッション東京 

＜将来のめざす姿＞ 

８％又は６％ 

2010 2002～2007 
３か年度 
平均値 

2020 2025 

平均27％ 平均35％ 17％又は15％ 

現行の 
基準 
排出量 

2020 
目標 

2014 2015 2019 2024 2029 

【第一期】 【第二期】 【第三期】 【第四期】 

合計 
10.78百万t 

3 

7 

環境基本計画 
2030目標によ

る 

大規模事業所 
目標排出量 

2030 
目標 

合計16.50
百万t 

＜参考値＞ 

2020 2024 

合計 
10.78百万t 

大規模事業所 
目標排出量 

2030 
目標 

2010 2015 

大幅削減に向けた
転換始動期 

大幅削減を定着・展開
する期間 

2010 2002～2007 
３か年度平均値 

基
準
排
出
量
 2020 

目標 

2014 2015 2019 

合計 
16.50百万t 

※１ 第四期の削減義務率については、第四期開始前に  
  専門家検討を踏まえたうえで決定 

年間CO2排出量が正味で限りなくゼロ
に近い事業所 

省
エ
ネ 

再
エ
ネ 

●第三期の削減義務率 
事業所の特性や今後の省エネ余地等を踏まえて、区分ごとに設定 

再生可能エネルギー利
用（設備設置や再エネ
電力の調達等） 

（参考）ゼロエミッション事業所のイメージ 

省エネ対策 

＋ 

参考資料４-別紙１ 

ゼロエミッション事業所の実現 

◎第三期が始まる「2020年」を、「2030年目標の達成」とその先の「脱炭素社会」を見据えた「新たなステージ」と位置付け、取組を進化 

【第三期】 【第四期】 【第一期】 【第二期】 

27％削減 35％削減※1 

※2 オフィスビル、商業施設、宿泊施設等と熱供給事業所（区分Ⅰ－２に該当するものを除く） 
※3 事業所の全エネルギー使用量に占める地域冷暖房等から供給されるエネルギーの割合が20％以上のもの 
※4 工場、上下水施設、廃棄物処理施設など区分Ⅰ－１、 区分Ⅰ－２以外の事業所 
 

＜第三期において実施する事項＞ 

○人の生命又は身体の安全確保に特に不可欠な医療施設について 
医療施設についても一定の省エネ余地はあるが、第二期から第三期にわたる激変緩和 

措置として、第三期に限り、削減義務率を２％減少 

○第三期の途中から新たに削減義務の対象となる事業所（新規事業所）について 
原則、第二期の削減義務率（17％又は15％）を適用 

  ＊建物建築に当たっては設計から竣工までに一定の時間を要すること等を踏まえ、経過措置あり 
 

○優良特定地球温暖化対策事業所（トップレベル事業所等）について 
｢地球温暖化の対策の推進の程度が特に優れた事業所｣として、認定基準※５に適合する

と知事が認めたときは、当該事業所の削減義務率を1/2又は3/4に減少 

省
エ
ネ

再
エ
ネ

 区分 
基準排出量比 

第一期 第二期 第三期 

Ⅰ 

Ⅰ‐１ オフィスビル等※２ ８％ 17％ 27% 

Ⅰ-２ 

オフィスビル等※２のうち他人
から供給された熱に係る  
エネルギーを多く利用して 
いる事業所※３ 

６％ 15％ 25% 

Ⅱ 工場等※４ ６％ 15％ 25% 

６％削減 17％削減 

【総量削減目標】 【総量削減目標】 

５年平均 ５年平均 ５年平均 ５年平均 

※5 第三期の認定基準は2018年度中に策定・公表予定 

「2030年目標」の達成に向けた 
大規模事業所の目標排出量から設定 

（見通し） 2025 2029 

【キャップ＆トレード制度】 


